
２　地方自治法第９１条第７項の規定に基づき、１市２町の協議により、あ

らかじめ定める新市の議会の議員の定数については、２４人とする。

３　選挙区については、全市域で１選挙区とする。

７　農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

１　新市に１つの農業委員会を置き、１市２町の農業委員会の選挙による委

員であった者は、市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項の規定に

基づく任期等に関する特例を適用し、平成１８年９月３０日までの間、引

き続き新市の農業委員会の選挙による委員として在任する。

２　新市の農業委員会の選挙による委員の最初の選挙における定数は、３０

人とする。

８　一般職の職員の身分の取扱い

１市２町の一般職の職員については、市町村の合併の特例に関する法律第

９条第１項の規定に基づき、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。

１　職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の

適正化に努めるものとする。

２　職員の職名については、人事管理及び職員の処遇の観点から、合併時に

統一を図る。

３　職務については、合併時に職名とともに級別職務分類表を統一する。

４　職員の給与制度については、給料表の取扱いを含め合併時に統一する。

５　現職員については、現給を保障する。

９　特別職の職員の身分の取扱い

１市２町の特別職の職員については、合併に伴い１市２町の法人格が消滅

するため、その身分を失う。

新市における特別職の職員の取扱いについては、次のとおりとする。

１　法令の定めるところにより、市長のほか常勤の特別職として、助役、収

入役、教育長を置き、その給料等については、類似団体の常勤特別職の給

料額等を参考に調整する。



２　議会議員の報酬等については、類似団体の議会議員の報酬額等を参考に

調整する。

３　法令の定めるところにより、行政委員会の委員を設置し、その報酬等に

ついては、年額、月額、日額等現行の業務に照らし合わせて調整する。

４　審議会・委員会等の附属機関については、新市において引き続き設置す

る必要があるものは設置し、その委員等の報酬等については、年額、月額、

日額等現行の業務に照らし合わせて調整する。

５　その他の特別職については、新市において設置する必要があるものは、

現行の任期及び報酬額等をもとに調整し、設置する。

10 事務組織及び機構の取扱い

新市における事務組織及び機構については、次の事項を基本に整備するも

のとする。

〔新市における事務組織及び機構の整備方針〕

１　住民自治を確立し、住民サービスの低下をきたさないように十分配慮し

た組織・機構

２　住民に分かりやすく利用しやすい組織・機構

３　住民の声を適正に反映することのできる組織・機構

４　運営の合理化を図り簡素で効率的な組織・機構

５　新市建設計画を円滑に遂行できる組織・機構

６　地方分権に柔軟に対応できる組織・機構

７　新たな行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構

８　指揮命令系統が分かりやすく、責任の所在が明確な組織・機構

９　緊急・非常時に即応できる組織・機構

〔個別整備方針〕

１　本庁については、「新市の事務所の位置」により、現在の観音寺市役所

とする。

２　支所については、「新市の事務所の位置」により、現在の大野原町、豊

浜町の各役場を支所とし、従来の住民サービスを極力低下させないように

配慮した組織・機構とする。




